
北区における公共交通の利用促進事業補助金交付要綱 

令和５年８月１日 北区長決定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、神戸市北区（以下、「北区」という）における将来にわたって持続可能な移動手

段の確保を図るため、交通問題に関する課題解決につながる、地域の自主的な公共交通利用促進に関

する取り組みに要する経費の一部を補助することに関し、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）、地

方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）、神戸市補助金等の交付に関する規則（平成 27年３月神戸

市規則第 38号。以下「補助金規則」という。）に定めがあるもののほか、当該補助金の交付に関して

必要な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 

（１） 地域コミュニティ交通 主に地域が実施主体となり運行する、道路運送法（昭和 26 年法律第 183

号）第３条に基づく一般乗合旅客自動車運送事業及び、同法第 78 条に基

づく自家用有償旅客運送事業をいう。 

（２） 社会実験期間  地域コミュニティ交通の導入に向けた、地域における代表的な組織の立ち

上げ後から、地域コミュニティ交通の本格的な運行が開始されるまでの期

間をいう。 

（対象事業） 

第３条 地域コミュニティ交通の導入に向けた社会実験期間であり、第１条目的の規定に沿った地域の

自主的な取り組み（以下、「補助事業等」という。）を補助対象事業とする。 

（対象団体） 

第４条 補助事業等の対象となる団体（以下「団体」という。）は、次の各号に掲げる要件を全て満た

すものとする。 

（１） 北区内に活動拠点を有していること。 

（２） 企画した活動を完了まで責任を持って遂行できる団体であること。 

（３） 営利を主目的とした活動、宗教的又は政治的活動でないこと。 

（４） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に定める暴力団又は暴力団と密接な

関係にある団体でないこと。 

（対象経費） 

第５条 補助事業等の対象となる経費（以下、「対象経費」という。）及び対象外経費は、別表１に掲げ

るものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、予算の範囲内を限度とする。 

（交付申請） 

第７条 申請者は、補助金規則第５条第１項に基づき補助金の交付を申請するときは、あらかじめ管轄

する区役所と協議を行い、次に掲げる書類を区長に提出しなければならない。 

 （１） 北区における公共交通の利用促進事業補助金交付申請書（様式第１号） 

 （２） 事業計画書 



 （３） 収支予算書 

 （４） 団体規約及び団体構成員名簿、又はこれらに準ずる書類 

 （５） その他区長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第８条 区長は、補助金規則第６条による補助金の交付決定を行う時は、次に掲げる書類により申請者

に通知するものとする。 

 （１） 北区における公共交通の利用促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号） 

２ 区長は、補助金規則第６条第３項による補助金の交付が不適当である旨の通知を行うときは、次に

掲げる書類により申請者に通知するものとする。 

 （１） 北区における公共交通の利用促進事業補助金不交付決定通知書（様式第３号） 

３ 第１項の場合において、区長は補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付することがで

きる。 

（補助事業等の変更等） 

第９条 前条第１項により補助金の交付決定を受けた団体（以下、「決定団体」という。）は、補助金規

則第７条第１項第１号に掲げる承認を受けようとするときは、北区における公共交通の利用促進事業

補助金交付決定内容変更承認申請書（様式第４号）を、同第２号に掲げる承認を受けようとするとき

は、北区における公共交通の利用促進事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を、区長に

提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を審査し、承認することが適当で

あると認めたときは、その旨を北区における公共交通の利用促進事業補助金交付決定変更通知書（様

式第６号）又は北区における公共交通の利用促進事業補助金中止（廃止）承認通知書（様式第７号）

により、決定団体に通知するものとする。 

３ 決定団体は、事業実施の期間中に代表者の変更があった場合は、その旨を速やかに区長に通知しな

ければならない。 

（実績報告書の提出） 

第 10条 決定団体は、補助金規則第 15条に基づき、補助事業等の実績を報告しようとするときは、次

に掲げる書類を当該補助事業等の完了後、速やかに区長までに提出しなければならない。 

 （１） 北区における公共交通の利用促進事業実績報告書（様式第８号） 

 （２） 事業の実施状況が分かる書類 

 （３） 補助事業等に係る収支決算書 

（交付額の確定） 

第 11条 区長は、補助金規則第 16条による補助金の交付額の確定を行ったときは、次に掲げる書類に

より、速やかに決定団体に通知するものとする。 

 （１） 北区における公共交通の利用促進事業補助金額等確定通知書（様式第９号） 

 （２） その他区長が必要と認める書類 

（補助金の請求） 

第 12 条 決定団体は、補助金の交付を受けようとするときは、北区における公共交通の利用促進事業

補助金請求書（様式第 10号）を前条の確定通知を受領後速やかに区長に提出しなければならない。 

２ 補助事業等終了前に補助金を交付しなければならない特段の事情があると区長が認める場合には、

決定団体は補助事業等の終了前に、北区における公共交通の利用促進事業補助金請求書（様式第 11



号）を区長に請求出来るものとする。なお、決定団体は、補助事業等終了後速やかに、事業の実績報

告書を区長に提出しなければならない。 

３ 区長は、前２項の北区における公共交通の利用促進事業補助金請求書を基に、補助金を交付するも

のとする。 

４ 第２項の請求に基づき補助金を交付した場合においては、区長は、第 11 条の規定により補助金の

交付額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、

確定した交付額を超える額に相当する額の返還を命ずるものとする。 

５ 決定団体は、区長から前項の請求があったときは、期限内に区長の指定する方法で清算しなければ

ならない。 

（交付決定の取消し） 

第 13条 区長は、補助金規則第 19条による補助金の交付決定の全部又は一部を取消したときは、速や

かにその旨を北区における公共交通の利用促進事業補助金交付決定取消通知書（様式第 12 号）によ

り、決定団体に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付を取消した場合において、既に補助金を交付しているとき

は、期限を定めて補助金を返還させるものとする。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 27年 10月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成 30年４月１日から施行する。 

３ この要綱は、平成 31年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

５ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

６ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

 


